　　　　　　鳩山民主党政権の地方自治・憲法政策を問う
　　
　　　　　　　　　広島自治体問題研究所創立３０周年記念講演会　２０１０．１．１６
　渡辺治
はじめに　政権交代で政治もくらしも変わる
　総選挙における民主党大勝、鳩山政権の成立、私たちのくらしも憲法にも大きな変化

　総選挙の結果は何を語っているか、なぜ民主党は大勝したのか

　民主党政権のジグザグ、動揺はなぜ起こる、

　民主党政権で政治は、改憲・構造改革はどうなる、とくに焦点となる地方自治

　自治体運動に期待すること

１　総選挙は、新しい政治の第1歩を切りひらいた

（１）反構造改革、反改憲の声が自公政権を押し流した−初めて政権を変えた

（２）同時にその声は民主党に集中した

　　構造改革に、より徹底して反対し改憲に反対した運動と世論を変えた政治的担い手である

　　社民党や共産党には行かなかった（資料１）
　　共産党７．９→７．８→７．８→７．３→７．５→７．０

　　社民党６．６→５．１→５．４→５．５→４．５→４．３

（３）保守二大政党制が固定化した（資料１）
　　７割のお風呂は変わらなかった

（４）新しい政治の第１歩−これから構造改革、改憲と福祉と平和を目指す闘いが始まる

　　運動が担った政権ではない、しかし運動と世論の力を背景に登場した政権

２　民主党は、２つの相反する力が合流して大勝した

（１）民主党を勝たせた２つの力−宮崎県と東京都グラフ（資料２）

　　構造改革政治、改憲政治への怒り、不信-宮崎グラフ

　　自民党のお灸を据えて政権交代の政治を、構造改革をもっとやってほしい-東京グラフ

（２）自公政治に「ＮＯ」を突きつけた２つの世論と運動

　（ａ）構造改革政治に対する怒りと運動が自公を追い詰めた

　　　１）構造改革の矛盾の爆発で世論が、反構造改革に転じた

　　　　先進国の中で日本、構造改革の矛盾が劇的に爆発→世論を変えた

　　　　大企業の儲けを拡大するための構造改革-労働者の賃金切り下げ、大企業負担軽減、規制緩和

　　　　福祉国家では新自由主義改革ジグザグ、社会保障制度発動

　　　　日本は福祉国家の代わりに、企業社会＋利益誘導型政治＋貧弱な社会保障

　　　　構造改革は日本社会の３本柱切り捨て

　　　　−企業リストラ、地方構造改革による地方の地場産業の切り捨て、社会保障の削減

　　　　日本は、貧困、格差が爆発−餓死、自殺、無保険世帯、貯金のない世帯

　　　２）国民は選挙で｢ＮＯ｣を突きつけた

　　　　０７参院選での地方の自民党離れ−三位一体改革で地方はズタズタ

　　　　構造改革による地方の疲弊−自民党の金城湯池の反乱（資料３）
　　　３）反貧困、反構造改革の大衆運動の昂揚−「年越し派遣村」の３つの特徴

　　　　（１）個人のイニシアティブ重視した運動−青年ユニオン、反貧困ネット

　　　　（２）新しい２つの共同

　　　　　　労働組合と反貧困ＮＧＯの共同、労働組合ナショナルセンターの共同

　　　　（３）政治への働きかけ−派遣法改正、後期高齢者医療制度廃止法

　　　　　　政治の貧困を明らかにした

　（ｂ）改憲、軍事大国化に反対する運動が自公政権を追い詰めた

　　　１）安倍政権の改憲策動の２つの前提

　　　　（１）改憲についての国民世論の多数が賛成していること前提

　　　　（２）民主党が改憲に同調

　　　２）改憲策動に対する反対運動の昂揚−２つの前提を崩す

　　　　「九条の会」運動が世論を変えた（資料４）
　　　　民主党が改憲姿勢を後退させた
　　　３）「九条の会」の新しい３つの特徴

　　　　（１）従来の革新を越える広がり−「首長・九条の会」の経験

　　　　（２）戦後社会運動の中で、初めて中高年が主力となった

　　　　（３）個人のイニシアティブ重視した、ネットワーク型の運動

　　　　　反改憲の共同センターや組合運動と市民運動の連携の新しい試み
（３）民主党の政策転換−構造改革､改憲に怒った自公離れの票を独り占めに

　（ａ）もともと保守第２政党として期待された民主党

　　　９８年参院選での自民党大敗北で保守支配層は民主党の育成決断

　　　構造改革と軍事大国化を競い合う政党として成長

　（ｂ）突然の政策転換−小沢体制下、０７参院選で転換

　　　反構造改革政党へ？−がらりと変わった小沢マニフェスト

　　　　農家戸別所得補償、子ども手当月々２万６千円、公立高校授業料無償化（資料５）
　　　軍事大国問題でも「後退」の兆し、改憲問題で曖昧化

　　　変わらない部分ももちろんあった-まだら模様

　（ｃ）急転換の理由と財界、アメリカの驚きと焦り

　　　１）構造改革の破綻の急激性

　　　２）小沢独裁

　　　３）純粋保守二大政党制の未確立

　　　危機感を持った財界、アメリカの圧力−安保では動揺、構造改革では態度変えなかった

（４）民主党を勝たせたもう一つの力

　（ａ）大都市部中間層の要求−自民党の利益誘導型政治を止め、構造改革政治の継続

　　　自民党麻生政権への不信、民主党小沢代表辞任で、民主党への改革期待さらに高まる

　（ｂ）財界、マスコミの方針転換と圧力−民主党批判から「善導」「陶冶」路線へ

　　　マスコミの変化−民主党批判からのシフト−朝日社説｢賢く豹変する勇気｣

　　　アメリカ、マイケル・グリーン､「オバマ政権に学べ」（資料６）
３　民主党政権を支える３つの構成部分−民主党政権はなぜ動揺しジグザグを繰り返すか
（１）民主党政権への２つの相反する期待

　　　構造改革への怒りの爆発と転換への期待、改憲止めて平和を

　　　構造改革の安定した運営を可能にする政治体制づくりの完成､改めて改憲を

（２）民主党の３つの構成部分−異なる３つの国家構想

　（ａ）頭・構造改革漸進派−党執行部の鳩山、岡田、菅、仙谷

　　　１）利益誘導型政治の打破→構造改革政治の構想しかない、福祉の政治をする自信なし

　　　２）財界の圧力と国民の期待の板挟み

　　　　福祉のマニフェスト、しかしマニフェストに大企業批判ない

　　　　さらに財政肥大化への攻撃、おまけに消費税増税否定

　　　　→｢聖域なき構造改革｣→アメリカ、小沢の圧力で、防衛費、公共事業費など切れず

　　　　→福祉、文教、農水削減
　（ｂ）胴体・小澤派−民主党による利益誘導型政治

　　　１）衆院選での拡大戦略−自民党構造改革が切り捨てた地方の総取り

　　　　小澤の２つの戦略

　　　　地方財界、利益誘導団体の自民党からの総取り、労働組合票の獲得

　　　２）政権後−陳情窓口一本化の２つのねらい

　　　　民主党による自民党利益誘導型政治で民主独裁政権ねらう

　　　　民主党内の中央集権化−新人議員と運動の接触禁止

　（ｃ）手足・現場の議員層と運動−第３グループ

　　　中堅議員グループ−０７参院選後活躍

　　　運動や地域との関係でマニフェストへの志向

　　　個々の福祉的制度、構造改革制度の停止など実現

　　　しかし、新しい福祉国家構想ないため、頭や小沢に従属

（３）安保と憲法では３つの構成部分の力関係はより厳しい

　（ａ）頭と胴体は日米軍事同盟、将来の改憲で一致

　　　手足も弱く、外からのよほどの運動ないと変わらない

　　　国民世論と運動で、動揺

　（ｂ）対立は頭、胴体を縦断して存在−頭のバラバラ化

　　　１）日米同盟内の｢自立｣か、従来の対米従属的日米同盟べったりか

　　　　沖縄問題でも対立−鳩山、小澤と長島、前原

　　　２）改憲問題でも２つの意見−解釈改憲で行ける派と明文改憲志向派

　　　　鳩山、岡田と小澤

（４）鳩山政権１００日での変化

　（ａ）頭部の新自由主義化進行、安保問題では頭部の分裂

　　　行政刷新会議の比重、新自由主義化

　　　｢聖域｣つくられた−防衛費、思いやり予算、米軍再編費

　　　　　　　　　　　　グローバル経済対応型大型公共事業投資、交付税交付金

　　　２０１０年度予算案の作成踏まえて、消費税提起

　　　新自由主義国家構想の進行

　（ｂ）胴体の勢力強化と政権への介入の強まり

　　　自民党の壊滅作戦の進行−陳情一元化、利益団体の相次ぐ屈服、自民からの離反

　　　党支配の確立−陳情の小沢幹事長室への一元化、党政策調査会の解散

　　　権威的国家体制づくり−国会の形骸化

　（ｃ）頭部と胴体の闘い激化、頭部の分裂助長

　　　予算編成めぐる頭と胴体の闘い−診療報酬引き上げ、地方交付税交付金をめぐる攻防

　　　与党提案と、藤井財務大臣の辞職

　　　普天間めぐる分裂−鳩山＋小沢、岡田

　（ｄ）手足の疲弊

　　　母子加算復活、障害者自立支援法廃止問題

　　　運動、鳩山への陳情、小沢圧力

　　→焦点となる解釈改憲と構造改革、権威的体制づくり

４　民主党政権で改憲・構造改革はどうなる

（１）解釈改憲が焦点となる安保外交政策

　（ａ）明文改憲を当面遅延させることできるし、やらねばならない
　　　１）鳩山は民主党きっての改憲派−鳩山の改憲構想

　　　　鳩山一郎の課題−押しつけ憲法論は採らない

　　　　代表立候補から改憲公約−｢創憲｣論

　　　　解釈改憲最悪論−｢非常識な国｣を｢尊厳ある国｣に

　　　　構造改革、本丸壊すに至っていない｢国の新しい仕組みを憲法に｣

　　　　集団的自衛権の容認

　　　　地方分権−小さな政府、地方の自立、自己責任、補完性原理に立った地域主権確立

　　　　統治機構改革

　　　　−政党規定、純粋保守二大政党化、一院制、首相権限強化、国民投票制度、憲法裁判所

　　　　　財政健全化条項

　　　２）しかし鳩山は改憲を提起しにくい

　　　３）民主党マニフェストのあいまいな主張（資料５）
　　　４）連立相手の社民党の主張への配慮、連立政権合意の攻防（資料７）
　（ｂ）改憲手続き法も始動させないこと可能

　　　１）憲法審査会の始動に反対−これをひらかせない可能性

　　　　２００９．６．１１　衆院憲法審査会規程強行採決に民主党反対
　　　２）改憲手続き法の抜本見直し要求の可能性

　　　　附則と１８項目の附帯決議

　（ｃ）焦点となった解釈改憲−明文改憲できず、アメリカの圧力強まれば道は一つ

　　　１）米軍再編、普天間基地問題

　　　　普天間基地｢移転｣-鳩山、岡田、北沢で右往左往−強烈なアメリカの恫喝

　　　　鳩山の動揺、岡田の屈服

　　　　ＣＦ．毎日新聞世論調査県外移設７０％、現行辺野古沖移転案６７％反対

　　　　１１．８沖縄県民大会、名護市長選での統一候補

　　　　財界、マスコミの｢日米同盟維持｣キャンペーン

　　　　動揺責任回避の朝日、恫喝する読売、日経（資料８）、社民党を切れ

　　　　→解釈改憲の試金石に
　　　２）アフガン「支援」と自衛隊のアフガン派兵問題

　　　　沖縄普天間での圧力はこちらでの大幅譲歩を促す
　　　３）貨物検査特措法、海賊対処派兵法の処理､北朝鮮問題

　　　４）解釈改憲体制整備−小澤の国会改革

　　　　内閣法制局長官の答弁禁止−小澤の恫喝で社民党屈服

（２）民主党政権下での構造改革の行方
　（ａ）行政刷新会議の事業仕分けの２つのねらい

　　　大企業負担をもたらさない、福祉、文教の切り捨て

　　　消費税増税への地ならし−仙谷発言

　（ｂ）後期高齢者医療制度、派遣法改正をめぐる攻防

　　　マニフェストと、財界の巻き返し

　　　後期高齢者医療制度の廃止後の新制度

　　　派遣法改正をめぐる攻防−労働政策審議会

　（ｃ）個々の制度で改善を勝ち取る可能性

　　　障害者自立支援法の廃止と見直し

　　　母子加算の復活

（３）権威主義的国家体制づくりの危険

　（ａ）小沢による国会改革

　　　１）陳情窓口一本化の２つのねらい−自民党つぶし、民主党内の中央集権化

　　　２）官僚の答弁禁止のもくろみ

　　　　内閣法制局長官答弁禁止

　（ｂ）衆院比例定数８０削減の試み

　　　保守二大政党制の確立へ−１０割のお風呂

　　　改憲・消費税増税体制

５　民主党政権の焦点となる地方自治−分権改革、道州制の行方

（１）民主党の分権改革構想の２面的性格
　（ａ）新自由主義改革の執行単位化構想
　　　基礎自治体３００構想､２００３年までの道州制構想

　（ｂ）反開発型国家の基礎単位としての地方構想

　　　中央集権国家−族議員、官僚主導国家の打破

（２）当面する民主党の公務員制度改革、分権改革構想

　（ａ）地方自治体の構造改革執行単位化は推進

　　　地方への事務移譲、市町村事務の広域化−地域主権戦略会議を梃子

　　　当面、都道府県を執行単位とする改革進行

　　　地方分権改革推進委員会第２次、第３次勧告の継承

　　　後期高齢者医療制度の廃止のあとは？都道府県広域連合は？

　　　山田京都府知事構想の行方

　　　ｃｆ．小沢、鳩山の地域主権国家構想

　（ｂ）市町村合併に関しては機を見て再推進

　　　全国１０００自治体構想

　（ｃ）道州制は当面後退、先行実施は容認

　　　道州制の２つのねらい

　　　１）新自由主義型都道府県を超えた広域開発、財界の開発への直接介入

　　　２）地方自治体のスリム化､財政の縮小、サービスの縮減

　　　財界の道州制方針の見直し、圧力次第

　（ｄ）国家、地方公務員のリストラ、スリム化推進

　　　国家公務員総人件費の２割削減

（３）民主党の分権改革構想の危険性と矛盾
　　ナショナルミニマムの放棄

　　地方単位の構造改革競争−典型としての高齢者医療確保法のシステム

　　住民自治の制度の形骸化−「強いリーダーシップ」

　　民主党による利益誘導型政治、構造改革で破壊された地方の再建と地方構造改革の矛盾

むすびにかえて　新しい政治を第２歩に進めるために

（１）左からの圧力をどう強めるか？

　　反構造改革、反貧困、福祉、文教の制度実現に向けた闘い

　　地域主権国家、国会法改革、保育制度改革など新自由主義国家づくりに機敏に反対

　　普天間撤去の声を高める

　　利益誘導型政治でもない構造改革型政治でもない新しい福祉国家型政治の具体化の要
（２）福祉国家型対抗構想の作成、対置−運動現場、政党と民主的研究機関、研究者の連携

　　国家施策の福祉国家型序列を明確にする

　　財源問題を提起する−大企業に対する負担を明確に

　　福祉・地域中心の経済システムを具体化する

　　地方の主体的運営とナショナルミニマム保障

（３）労働、社会保障の運動の大連携を

　（ａ）新しい福祉の政治は地方から、という運動

　　　軍事大国化、構造改革の矛盾は地方に集中

　　　民主党政権の力点は地方に

　　　国政と違って運動の担い手が議会や首長に

　（ｂ）新しい福祉国家を展望する運動の旗は憲法

　　　２５条実現ネットの構想—九条の会に対応する社会保障の運動や個人の大連携
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